明治乳業の賃金・職分差別事件

[東京高裁平成１６年（行コ）第２２３号]

集団間格差・不当労働行為意思の認定にもとづく

公正な判決を求める要請書

明治乳業の賃金昇給・昇格差別事件に対する中央労働委員会の異常な判断構造に基づく、却下・棄却命令（２００２年２月）の取り消し訴訟を審理していた東京地裁（難波孝一裁判長）は賃金・職分格差の存在自体を「有意な格差とは認められない」等と否定し、中労委が行った却下・棄却の不当命令を全面的に容認する不当判決（２００４年５月）を宣告しました。

この判決は、事件の本質と争点を理解せず、会社の不当労働行為を容認したものです。

会社、明治乳業は昭和４０年代に大「合理化」を強行しましたが、全国の主要工場で労働条件の向上を掲げ、労働者多数の支持を土台に旺盛な活動を行う原告らに対し、インフォーマル組織を結成する等して労組役員選挙に介入。「インフォーマル組織か、活動家集団か」の集団帰属を踏み絵に差別・分断の攻撃を強め、原告らを少数派に追い込んだのです。

さらに、昭和４４年には職分･賃金制度の改悪と、新制度への移行格付試験を行いますが、直近２年間の人事考課成績が合格要件にされる等、原告らの多くは差別的人事考課により、そもそも受験の有無にかかわらず合格条件が差別的に満たされていなかったのです。

この移行格付試験と、その後の恣意的人事考課査定によって、原告らは継続的に職分・賃金差別を受けているのです。

まさに、地裁判決に求められたのは、不当労働行為意思の判断を回避した中労委不当命令の実質的・総合的な見直しだったのです。

貴高裁民事５部が、地裁判決が否定した「一般昇格コースに於ける格差の存在」を、「当審における新たな争点」と認識されたことは、明治乳業が長期に行っている不当労働行為の実態に踏み込み、不当労働行為事件としての本質を判断する上で極めて重要です。

２０年余も経過する本件を解決局面に導く為にも、貴裁判所が最高裁でも確立している不当労働行為の判断構造を踏まえ、事実と証拠に基づく公正判決を早期に交付されることを強く要請するものです。
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